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令和５年度長生村下水道事業会計予算 
 
 
  



 



（総　則）

第１条　令和５年度長生村下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。　　

　（１）年間有収水量 ４１１ 千㎥

　（２）一日平均有収水量 １，１２６ ㎥

　（３）主な建設改良事業

　　　　管渠建設改良費 ３４７，９４７ 千円

　　　　処理場建設改良費 ８，６００ 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。　

収　　　入

　第１款　下水道事業収益 ６６３,４３７ 千円

　　第１項　営業収益 ７５,９０８ 千円

　　第２項　営業外収益 ５８７,５２９ 千円

支　　　出

　第１款　下水道事業費用 ５２２,５１４ 千円

　　第１項　営業費用 ４６５,５８９ 千円

　　第２項　営業外費用 ５４,３８１ 千円

　　第３項　特別損失 １,５４４ 千円

　　第４項　予備費 １,０００ 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める

　

収　　　入

　第１款　下水道事業資本的収入 ３６３,４３０ 千円

　　第１項　企業債 ２５１,２００ 千円

　　第２項　国庫支出金 ８４,６００ 千円

　　第３項　負担金 ２７,６３０ 千円

支　　　出

　第１款　下水道事業資本的支出 ６８１,３４９ 千円

　　第１項　建設改良費 ３５６,５４７ 千円

　　第２項　企業債償還金 ３２４,８０２ 千円

（特例的収入及び支出）

令和５年度長生村下水道事業会計予算

び債務として整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ「１１，５４１千円」

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額「３１７，９１９千円」は、当年度

分消費税及び地方消費税資本的収支調整額「１８，５０７千円」、損益勘定留保資金

「１７６，２１５千円」、引継金「１２３，１９７千円」で補てんするものとす

る。）。

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する債権及

及び「３３５，４３４千円」である。
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（継続費）

第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定め

る。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、１０，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

める。

　（１）営業費用、営業外費用及び特別損失の間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　（１）職員給与費

（他会計からの補助金）

４５１，０４２千円である。

令和５年３月６日提出

　長生村長　小　髙　陽　一

提案理由

本案は、地方自治法第２１１条第１項の規定により、提案するものです。

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経

普通貸借
又    は
証券発行

　年4.0％以内
（ただし、利率見
直し方式で借入れ
る資金について、
利率の見直しを
行った後において
は当該見直し後の
利率）

　政府資金についてはそ
の融資条件により、銀行
その他の場合にはその債
権者と協定するものによ
る。
　ただし、村財政の都合
により据置期間及び償還
期限を短縮し、又は繰上
償還もしくは低利に借換
えすることができる。

下水道事業債

公営企業会計適用債 3,500

247,700

第１０条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

なければならない。

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

２３，６７６千円

款 項 目 総　額 年　度 年割額

６年度 11,000

５年度 3,300
下水道事業費用 営業費用 施設管理費 14,300

千円

千円 千円
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予 算 に 関 す る 説 明 書 

 

 

  



 



収入 単位：千円

目 予定額 備　考

1.下水道事業収益 663,437

　1.営業収益 75,908

　　1.下水道使用料 75,617

　　2.その他営業収益 291

　2.営業外収益 587,529

　　1.受取利息及び配当金 1

　　2.他会計繰入金 451,042

　　3.長期前受金戻入 136,248

　　4.雑収益 238

支出 単位：千円

目 予定額 備　考

1.下水道事業費用 522,514

　1.営業費用 465,589

　　1.施設管理費 118,413

　　2.業務費 5,658

　　3.総係費 30,599

　　4.減価償却費 310,919

　2.営業外費用 54,381

　　1.支払利息及び企業債取扱諸費 54,380

　　2.消費税及び地方消費税 1

　3.特別損失 1,544

　　1.その他特別損失 1,544

　4.予備費 1,000

　　1.予備費 1,000

令和５年度長生村下水道事業会計予算実施計画 
収益的収入及び支出

款　　項

款　　項
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収入 単位：千円

目 予定額 備　考

1.下水道事業資本的収入 363,430

　1.企業債 251,200

　　1.建設改良債 247,700

　　2.その他の企業債 3,500

　2.国庫支出金 84,600

　　1.国庫補助金 84,600

　3.負担金 27,630

　　1.受益者分担金 4,590

　　2.受益者負担金 23,040

支出 単位：千円

目 予定額 備　考

1.下水道事業資本的支出 681,349

　1.建設改良費 356,547

　　1.施設整備費 356,547

　2.企業債償還金 324,802

　　1.下水道事業債償還金 324,802

款　　項

令和５年度長生村下水道事業会計予算実施計画 
資本的収入及び支出

款　　項
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　  令和５年度長生村下水道事業会計予算事項別明細書 

収益的収入及び支出

収入

0 663,437 0 663,437

0 1.営業収益 0 75,908 0 75,908

0 0 1.下水道使用料 75,617 0 75,617

0 0 0 0 0 0

0 0 2.その他営業収益 291 0 291

0 0 0 0 0 0

0 2.営業外収益 0 587,529 0 587,529

0 0 1.受取利息及び配当金 1 0 1

0 0 0 0 0 0

0 0 2.他会計繰入金 451,042 0 451,042

0 0 0 0 0 0

0 0 3.長期前受金戻入 136,248 0 136,248

0 0 0 0 0 0

0 0 4.雑収益 238 0 238

0 0 0 0 0 0

1.下水道事業収益

款　　項 目 本 年 度 前 年 度 比　較
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単位：千円

区　分 予　定　額

0 0

0 0

0 0

1.下水道使用料 75,617 公共下水道使用料 75,617

0 0

1.手数料 291
下水道手数料
督促手数料

290
1

0 0

0 0

1.預金利息 1 歳計外現金預金利子 1

0 0

1.一般会計繰入金 451,042 一般会計繰入金 451,042

0 0

1.長期前受金戻入 136,248 長期前受金戻入 136,248

0 0

1.その他雑収益 238
分担金延滞金
東京電力賠償金

1
237

節
備　　　考
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支出

0 522,514 0 522,514

0 1.営業費用 0 465,589 0 465,589

0 0 1.施設管理費 118,413 0 118,413

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 2.業務費 5,658 0 5,658

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 3.総係費 30,599 0 30,599

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1.下水道事業費用

款　　項 目 本 年 度 前 年 度 比　較



単位：千円

区　分 予　定　額

0 0 0

0 0 0

10.修繕費 2,915 施設修繕費 2,915

11.通信運搬費 63 郵便料 63

12.保険料 120 火災保険料 120

14.委託料 114,998

浄化センター維持管理業務委託料
汚泥処分業務委託料
浄化センター汚泥等放射能濃度測定業務委託料
公共下水道事業計画変更業務委託料
水質検査委託料
家屋調査業務委託料
下水道供用区域実態調査業務委託料

94,908
7,007

238
3,300

116
1,870
7,559

15.賃借料 20
土地賃借料
鉄道用地使用料

15
5

17.材料費 297 工事材料費 297

0 0

11.通信運搬費 44 郵便料 44

13.手数料 6 口座振替手数料 6

14.委託料 5,080 使用料徴収業務委託料 5,080

15.賃借料 528 分担金等電算システム使用料 528

0 0

1.報酬 99 下水道審議会委員報酬 99

2.給料 11,703 一般職 11,703

3.手当 6,791

扶養手当
通勤手当
住居手当
時間外勤務手当
期末手当
勤勉手当
退職手当負担金
児童手当

480
87

258
400

1,713
1,374
2,299

180

4.賞与引当金繰入額 1,544 期末・勤勉手当引当金 1,544

5.法定福利費 3,638
職員共済組合負担金
公務災害補償基金掛金
職員互助会負担金

3,601
32
5

6.報償費 746 分担金等一括納付報奨金 746

7.旅費 79 普通旅費 79

8.備消品費 95 消耗品費 95

9.印刷製本費 372 印刷製本費 372

14.委託料 4,422 公共下水道台帳補正業務委託料 4,422

備　　　考
節
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支出

款　　項 目 本 年 度 前 年 度 比　較

0

0 0 0 0 0 0

0 0 4.減価償却費 310,919 0 310,919

0 0 0 0 0 0

0 2.営業外費用 0 54,381 0 54,381

0 0 54,380 0 54,380

0 0 0 0 0

0 0 2.消費税及び地方消費税 1 0 1

0 0 0 0 0 0

0 3.特別損失 0 1,544 0 1,544

0 0 1.その他特別損失 1,544 0 1,544

0 0 0 0 0 0

0 4.予備費 0 1,000 0 1,000

0 0 1.予備費 1,000 0 1,000

0 0 0 0 0 0

1.支払利息及び企業債取扱諸
費



単位：千円

区　分 予　定　額
備　　　考

節

20.負担金 209

日本下水道協会負担金
全国町村下水道推進協議会千葉県支部負担金
職員研修費負担金
千葉県下水道協会負担金

63
12
68
66

21.補助金 901
水洗便所改造資金利子補給補助金
水洗便所改造事業補助金

1
900

0 0 0

26.有形固定資産減価償却費 310,919 減価償却費 310,919

0 0 0 0

0 0 0

23.企業債利息 54,380 村債年次償還利子 54,380

0 0 0

25.消費税及び地方消費税 1 消費税及び地方消費税 1

0 0 0 0

0 0 0

27.その他特別損失 1,544 期末・勤勉手当 1,544

0 0 0 0

0 0 0

28.予備費 1,000 予備費 1,000

－2－



　  令和５年度長生村下水道事業会計予算事項別明細書 

資本的収入及び支出

収入

0 363,430 0 363,430

0 1.企業債 0 251,200 0 251,200

0 0 1.建設改良債 247,700 0 247,700

0 0 0 0 0 0

0 0 2.その他の企業債 3,500 0 3,500

0 0 0 0 0 0

0 2.国庫支出金 0 84,600 0 84,600

0 0 1.国庫補助金 84,600 0 84,600

0 0 0 0 0 0

0 3.負担金 0 27,630 0 27,630

0 0 1.受益者分担金 4,590 0 4,590

0 0 0 0 0 0

0 0 2.受益者負担金 23,040 0 23,040

0 0 0 0 0 0

目 本 年 度 前 年 度 比　較

1.下水道事業資本的収入

款　　項

－1－



単位：千円

区　分 予　定　額

0 0

0 0

0 0

1.下水道事業債 247,700 下水道整備事業債 247,700

0 0

2.その他の企業債 3,500 公営企業会計適用債 3,500

0 0

0 0

1.下水道事業費国庫補助金 84,600 公共下水道事業費補助金 84,600

0 0

0 0

1.受益者分担金 4,590 受益者分担金 4,590

0 0

1.受益者負担金 23,040 受益者負担金 23,040

節
備　　　考
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支出

0 681,349 0 681,349

0 1.建設改良費 0 356,547 0 356,547

0 0 1.施設整備費 356,547 0 356,547

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 2.企業債償還金 0 324,802 0 324,802

0 0 1.下水道事業債償還金 324,802 0 324,802

0 0 0 0 0 0

1.下水道事業資本的費用

款　　項 目 本 年 度 前 年 度 比　較



単位：千円

区　分 予　定　額

0 0 0

0 0 0

0 0 0

14.委託料 14,665
管渠建設工事設計・監理業務委託料
公営企業会計制度運用支援業務委託料

11,090
3,575

16.工事請負費 292,782

舗装本復旧工事
管渠建設工事
施設整備工事
マンホール調整工事
舗装補修工事
マンホールポンプ交換工事

47,380
198,200
44,000

352
100

2,750

20.負担金 8,600 浄化センター建設工事負担金 8,600

22.補償補填及び賠償金 40,500
工事損失補償
広域水道管移設補償

1,500
39,000

0 0

0 0

24.企業債償還金 324,802 村債年次償還元金 324,802

備　　　考
節
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（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 144,904,000

　　　減価償却費 310,919,000

　　　資産減耗費

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）

　　　賞与引当金の増減額（△は減少） 1,544,000

　　　法定福利費引当金の増減額（△は減少）

　　　長期前受金戻入額 △ 136,248,000

　　　資本費繰入収益

　　　受取利息及び受取配当金 △ 1,000

　　　支払利息及び企業債取扱諸費 54,380,000

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 10,947,073

　　　未払金の増減額（△は減少） △ 335,434,655

　　　その他流動負債の増減額

　　　小計 29,116,272

0

　　　利息及び配当金の受取額 1,000

　　　利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 54,380,000

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 25,262,728

0

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 327,837,000

　　　その他の投資等の取得による支出 102,027,273

　　　国庫補助金等による収入

　　　一般会計等からの繰入金による収入

　　　受益者負担金等による収入

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 225,809,727

0

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 251,200,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 324,802,000

　　　その他の企業債の償還による支出

　　　引継現金 327,434,655

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 253,832,655

0
　　資金増加額（又は減少額） 2,760,200
　　資金期首残高 0

　　資金期末残高 2,760,200

　  令和５年度長生村下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書 

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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（単位：円）

１．固　定　資　産                                                     

（１）　有形固定資産                                                     

　 イ．建　　　物 1,184,138,670                                           

　　　 減価償却累計額 △39,096,948  1,145,041,722                             

　 ロ．構　築　物 6,926,239,219                                           

　　 　減価償却累計額 △188,139,743 6,738,099,476                             

　 ハ．機械及び装置 487,918,033                                             

　　　 減価償却累計額 △83,682,309  404,235,724                               

　　有形固定資産合計 8,287,376,922               

　　固定資産合計                                           8,287,376,922 

２．流　動　資　産                                                         

（１）　現 金 預 金                             2,760,200                   

（２）　未　収　金               22,488,273    

　　流動資産合計                             25,248,473    

　　資　産　合　計                                           8,312,625,395 

　  令和５年度長生村下水道事業会計予定貸借対照表 
（令和６年３月３１日）

資　　産　　の　　部
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３．固　定　負　債

（１）　企　業　債

 　 イ．建設改良費等の
　　　  財源に充てるた
　　　　めの企業債

3,548,819,115 

　 ロ．その他の企業債 14,821,473    

　　　 企業債合計 3,563,640,588 

　　　 固定負債合計 3,563,640,588 

４．流　動　負　債                                                        

（１）　企　業　債

 　 イ．建設改良費等の
　　　  財源に充てるた
　　　  めの企業債

310,920,684   

 　 ロ．その他の企業債 1,405,696     

　　　 企業債合計 312,326,380   

（２）　未　払　金                            

（３）　引　当　金 1,544,000     

　　　　流動負債合計              313,870,380   

５．繰　延　収　益                                          

（１）　長期前受金 3,508,170,029               

（２）　収益化累計額 △136,248,000               

　　　　繰延勘定合計                            3,371,922,029 

　　　　負　債　合　計                            7,249,432,997 

６．資　　本　　金                                          918,288,398   

７．剰　　余　　金                                                        

（１）　利益剰余金                                          

　 イ．当年度未処分利益 144,904,000                               

　　　 利益剰余金合計                            144,904,000                 

　　　 剰余金合計                            144,904,000   

　　　 資　本　合　計                                          1,063,192,398 

　　　 負債・資本合計                                          8,312,625,395 

負　　債　　の　　部

資　　本　　の　　部
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Ⅰ. 重要な会計方針

1 資産の評価基準及び評価方法

(1) 貯蔵品 総平均法による原価法によっている。

2 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

1） 減価償却の方法 定額法による。

2） 主な耐用年数

建物 15～65年 構築物 3～60年

機械及び装置 8～20年 車両運搬具 5年

工具及び備品 2～5年

3 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

(2) 賞与引当金及びその他の引当金

(3) 貸倒引当金

4 消費税等の処理

　  令和５年度長生村下水道事業会計予算に関する説明書に係る注記 

　職員の退職手当に係る千葉県市町村総合事務組合に対する負担金について

は、毎事業年度支払う一般負担金及び勧奨退職等の自己都合退職以外の特別

な事由により退職した場合において退職手当支給額が自己都合退職時要支給

額を上回る差額に対して支払う特別負担金のみを負担しており、積立金の不

足等に応じて発生する追加的な費用負担については一般会計が負担すること

としているため、退職給付引当金は計上していない。

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費（千葉県

市町村職員共済組合負担金）の支払に備えるため、当年度末における支給額

及び支払額に基づき、当年度の負担に属する見込額(12月から3月までの4か

月分）を計上している。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額

を計上している。

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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（単位：円）

１．固　定　資　産                                                     

（１）　有形固定資産                                        

　イ．建　　　物              1,079,582,306                             

　ロ．構　築　物 6,390,272,037                             

　ハ．機械及び装置 487,918,033                               

　ニ．建設仮勘定 312,686,546                               

　　　有形固定資産合計 8,270,458,922               

　　　固定資産合計                                          8,270,458,922 

２．流　動　資　産                                                        

（１）　現　金　預　金                            327,434,655                 

（２）　未　　収　　金                            11,541,200                  

　　流動資産合計                                          338,975,855   

　　資　産　合　計                                          8,609,434,777 

３．固　定　負　債

（１）　企　業　債

 　 イ．建設改良費等の
　　　  財源に充てるた
　　　  めの企業債

3,612,039,799 

 　 ロ．その他の企業債 12,727,169    

　　企業債合計 3,624,766,968 

　　固定負債合計 3,624,766,968 

４．流　動　負　債                                                        

（１）　企　業　債

 　 イ．建設改良費等の
　　　  財源に充てるた
　　　  めの企業債

323,404,811   

 　 ロ．その他の企業債 1,397,189     

　　企業債合計 324,802,000   

（２）　未　払　金              335,434,655   

　　流動負債合計              660,236,655   

５．繰　延　収　益                                          

（１）　長期前受金 3,406,142,756               

　　繰延勘定合計                            3,406,142,756 

　　負　債　合　計                            7,691,146,379 

６．資　　本　　金                                        918,288,398   

　　資　本　合　計                                        918,288,398   

　　負債・資本合計                                        8,609,434,777 

資　　本　　の　　部

負　　債　　の　　部

　  令和５年度長生村下水道事業会計予定開始貸借対照表 
（令和５年４月１日）

資　　産　　の　　部
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１．特 別 職

長　　　等

議　　　員

その他の
特 別 職

8 99

計 8 99

長　　　等

議　　　員

その他の
特 別 職

8 50

計 8 50

長　　　等

議　　　員

その他の
特 別 職

49

計 49

比
　
　
　
　
較

給　　　　　　　与　　　　　　　費　　　　

区　　　　　分
職 員 数

（人）

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料
期 末 手 当

年 間 支 給 率 （ 月 分 ）

本
　
　
年
　
　
度

前
　
　
年
　
　
度
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（単位　千円）

退職手当 その他

負 担 金 手　 当

99 99

99 99

50 50
参考
特別会計予算時

50 50
参考
特別会計予算時

49 49

49 49

　　　　明　　　　　　　細　　　　　　　書

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

法定福利費 合　　計 備　　考
計
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２．一　般　職

　（１）総　　括

職員数

（人）

管理職 扶　 養 通　 勤 住　 居 特殊勤 宿日直

手 　当 手　 当 手　 当 手　 当 務手当 手 　当

本年度 480 87 258

前年度 480 75

比　 較 12 258

職 員 手 当

の   内   訳

区　 分

比　　　較 659 612

本　年　度 3

区　　分

給　　　　　　　与　　　　　　　費

報　　　酬 給　　　料 職 員 手 当

11,703 8,335

前　年　度 3 11,044 7,723



（単位　千円）

（単位　千円）

時 間 外 管理職員特 児　童 期　　末 勤　　勉 退職手当

勤務手当 別勤務手当 手　当 手　　当 手　　当 負 担 金

400 180 2,570 2,061 2,299

400 180 2,436 1,853 2,299
参考
特別会計予算時

134 208

20,038

22,010

1,271 395 1,666

備　考

法定福利費 合　　　計 備　考

計

3,638 23,676

18,767 3,243
参考
特別会計予算時
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　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　　　分 増　　減　　額

11

145

503

71

541

　（３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たりの給与

一般行政職

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 320,667

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 356,829

平 均 年 齢 （ 歳 ） 47.7

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 300,200

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 316,447

平 均 年 齢 （ 歳 ） 37.7

　　イ　初任給

区　　　　分

高　校　卒

大　学　卒 185,200円

一　般　行　政　職

職員手当 612

158,900円

　　令和4年

　　1月1日現在

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

県の制度と同じ

区　　　　　　　　　　分

　　令和5年

　　1月1日現在

県の制度と同じ

増　減　事　由　別　内　訳

そ の 他 の 増 減 分

備　　　　　考

給　　　与 659
昇 給 に 伴 う 増 加 分

備　　　考

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分



（単位　千円）

備　　　考

　職員の異動状況
　　本　年　度
　　前　年　度
　　増　　　 減

3人
3人
0人

　通勤手当
　住居手当
　期末手当
　勤勉手当

12
258
134
137

　国の制度

説　　　　　　　明

一　般　行　政　職

勤勉手当支給月数　1.9月分→2.0月分

185,200円

154,600円

大　学　卒

高　校　卒

区　　　　分
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　　ウ　級別職員数

　　（級別の基準となる職務）

1 33.3

1 33.4

3 100.0

一 般 行 政 職 主 任 主 事

区　　　分 1　　　級 2　　　級 3　　　級

令和5年1月1日現在

1

6

7

計

4 1 33.3

2

3

5

区　　　　　　　　　　分

一　　般　　行　　政　　職

級 職員数（人） 構成比（％）



1 33.4

3

33.3

1 33.3

課 長 補 佐

3 100.0

5　　　級 6　　　級 7　　　級

計

6

7

係 長

1

4　　　級

令和4年1月1日現在

1

2

5

4

区　　　　　　　　　　分

一　　般　　行　　政　　職

級 職員数（人） 構成比（％）

参考：特別会計予算時
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エ　昇給

1号給(人）

3号給(人）

4号給(人）

8号給(人）

1号給(人）

3号給(人）

4号給(人）

8号給(人）

2

昇　給　に　係　る　職　員　数　（B)　　(人）

　
本
　
年
　
度

　
前
　
年
　
度

昇　給　に　係　る　職　員　数　（B)　　(人）

職　　員　　数　　（A)　　(人）

号　給  数　別　内　訳

職　　員　　数　　（A)　　(人）

比　　率（B)/（A)　　　　（％）

3

100.0

3

3

88.2

合　　　　　計

3

号　給  数　別　内　訳

比　　率（B)/（A)　　　　（％）

2

区　　　　　　　分



3

2

3

100.0

3

3

　参考
　特別会計予算時

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職

2

88.2

備　　　　　考
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　　オ　期末手当・勤勉手当

　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　　分
20年勤続

の者（月分）
35年勤続

の者（月分）

支 給 率 等 24.586875 47.709

国 の 制 度
（支給率等）

24.586875 47.709

　　キ　その他の手当

区　　　分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

6月　（月分） 12月　（月分）

本　年　度 2.200 2.200 4.40

区　　　分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

支給率計（月分）

前　年　度 2.150 2.150 4.30

国 の 制 度 2.200 2.200 4.40

25年勤続
の者（月分）

最高限度
（月分）

33.27075 47.709

33.27075 47.709

国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

国　 と 　同 　じ

国　 と 　同 　じ

異　　 な　 　る 一部県の制度と同じ



備　　　　　　　　　　考

有

　 職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

そ　　の　　他　　の
加　算　措　置　等

備　　　　　　　　　　考

在職期間に応じた調整額を加算

在職期間に応じた調整額を加算
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国　県
支出金

地方債 その他

千円 千円 千円 千円

1営業費用 令和

５年度 3,300 3,300

令和

６年度 11,000 11,000

計 14,300 0 0 0 14,300

の見込み及び当該年以降の支出予定額並び

年度 年割額

継続費について前々年度末までの支出額、

左 の 財 源 内 訳

款 項 目

全 体 計 画

1施設管理費

1下水道
事業費用

特 定 財 源

一般財源
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千円 千円 千円 千円 千円 ％

3,300 3,300 23.1

11,000 76.9

0 0 3,300 3,300 11,000 100

前年度末までの支出額又は支出額
に事業の進捗状況等に関する調書

前々年度
末までの
支 出 額

前年度末
ま で の
支　  出
(見込)額

当該年度
支　　出
予 定 額

当該年度
末までの
支　　出
予 定 額

翌 年 度
以降支出
予 定 額

継続費の
総 額 に
対 す る
進 捗 率
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期　　　　間 金　額

142,200
令 和 ３ 年 度 か ら
令 和 ４ 年 度 ま で

3,500

122,700 令 和 ４ 年 度 2,880

債務負担行為で翌年度以降にわたる
支出額は支出額の見込及び当該年度

2.浄化センター改築更新工事
　負担金（その2）

　（令和3年度）

１.浄化センター改築更新工事
　 負担金

　（令和2年度）

事　項 限度額
前年度末までの支出（見込）額
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（単位　千円）

期　　　　間 金　額 国庫支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ５ 年 度 138,700 0 123,820 14,880 0

令 和 ５ 年 度 119,820 0 107,600 12,220 0

当該年度以降の支出予定額
左　の　財　源　内　容

特　定　財　源
一般財源

ものについて前年度末までの
以降の支出予定額に関する調書
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3,979,640 3,863,368

3,979,640 3,863,368

合　　　計 3,979,640 3,863,368

１.公営企業債

（1）下水道事業

令和4年度末現在高
見 込 額

地方債の令和３年度末におけ
末及び令和５年度末における

区　　　分 令和3年度末現在高
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（単位　千円）

令 和 5 年 度 中
起 債 見 込 額

令和5年度中元金
償 還 見 込 額

359,900 324,802 3,898,466

359,900 324,802 3,898,466

359,900 324,802 3,898,466

令 和 5 年 度 末
現 在 高 見 込 額

る現在高並びに令和４年度
現在高の見込に関する調書

令和5年度中増減見込額
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